
業務成績評定基準 

 

 

請負業務検査要領（平成17年阪神高速規則第32号）第13条に基づき、業務成績評定基

準を定める。 

 

（目的） 

第１条 この基準は、業務成績の評定に関する事項を定めることにより、 阪神高速道

路株式会社（以下「会社」という。）が実施する請負業務の適正かつ効率的な施行を

確保し、業務に関する技術水準の向上に資するとともに、受注者及び技術者の適正な

選定及び指導育成を図ることを目的とする。 

 

（対象業務） 

第２条 業務成績の評定（以下「成績評定」という。）の対象とする業務は、会社が発

注する地質調査業務、測量業務、単純調査業務、調査・研究業務、設計業務及び資料

整理業務のうち、原則として１件の契約金額が２５０万円を超えるものとする。 

 

（評定者） 

第３条 成績評定を行う者（以下「評定者」という。）は、総括監督員（前条の対象業

務を所掌する部長等とする。）、監督員（阪神高速道路株式会社契約規則（平成23

年阪神高速規則第10号。以下「契約規則」という。）第38条に規定する監督員をいう。

以下同じ。）及び検査員（契約規則第40条に規定する検査員をいう。以下同じ。）と

する。 

 

（成績評定の時期） 

第４条 総括監督員、監督員及び検査員は、業務の一部完了時及び完了時にそれぞれ評

定するものとする。 

 

（成績評定の方法） 

第５条 成績評定は、業務ごとに独立して行うものとする。 

２ 評定結果は、業務成績評定表（別記様式第１）に記録するものとする。 

３ 業務成績の採点は、成績採点表〔業務、管理技術者、担当技術者、照査技術者〕（別

記様式第２）により行うものとする。 

４ 評定は、業務について評定者が、評価項目別採点表（別記様式第３）により行うも

のとする。 

５ 対象業務が複数にまたがる場合の取扱いの決定及びその他業務に係る評価項目別

採点表の選定は次の各号に掲げるとおり監督員が行うものとする。 

一 対象業務が、第２条に定める業務のうち複数の業務にまたがる場合は、業務の目



的、金額を勘案し、原則として主たる業務の評価をもって評定点とみなすものとす

る。なお、対象業務のいずれかが５００万円を超えるときには、当該業務を主たる

業務とみなすものとする。 

 二 単純調査業務の対象業務については、次に掲げるイからヌまでを参考にして取り

扱うものとする。 

  イ 単純なデータ収集・整理業務 

  ロ 単純なデータ処理業務 

  ハ 書類編集的な業務 

  二 文献収集業務 

  ホ 一般的な現地踏査業務 

  ヘ 一般的な交通量観測業務 

  ト 台帳整理等を目的とした資料収集業務 

  チ 工事記録等資料の分類・整理業務 

  リ 施工関連資料の収集業務 

  ヌ 工事図面集、写真集等の作成業務 

 

（評価基準） 

第６条 監督員の評価基準は次の各号に掲げるとおりとする。 

一 評価にあたっては、業務の履行状況に応じ、成績評定項目に従って評価を行い、

評価項目の追加、削除又は評価比重の変更は行わないものとする。 

二 業務遂行中に受注者に起因する事故等が発生し、会社が競争参加停止等の措置を

行った場合には、当該業務の総合評定点に対して、表－１に基づき減点するものと

する。 

表－１ 受注者に起因する事故等が発生した場合の減点基準 

注）【適応事例】 

・ 入札前に提出した当該業務の技術提案書等が虚偽であった事実が判明した。 

・ 発注者の承諾なしに当該業務に関する権利義務又は成果品を第三者に譲渡、承

継又は公開した。 

・ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）に違反する不法投

棄又は砂利採取法（昭和43年法律第74号）に違反する無許可採取等その他関係

法令に違反する事実が判明した。 

・ 一括再委託、請負を行った。 

・ 打合せ協議又は検査の実施にあたり、職務の執行を妨げた。 

・ 過積載等の道路交通法違反により、逮捕又は送検された。 

区分 口頭注意 文書注意 １ヶ月以内の

競争参加停止 

１ヶ月を超える

競争参加停止 

評価点 －３点 －５点 －１０点 －１５点 



・ 安全管理体制が不適切であったために、死傷者を生じさせた業務関係者事故、

又は重大な損害を与えた公衆災害を起こした。 

 三 成果品に、受注者に起因する重大な誤謬・欠陥が存在し、契約書の契約不適合責

任に係る条項等に従い、履行の追完、代金の減額又は損害賠償が実施された場合に

は、当該業務の総合評定点については、表－２に基づき減点するものとする。なお、

評定結果の通知後に当該事象が発生した場合は、評定の修正を行うものとする。 

表－２ 履行の追完、代金の減額又は損害賠償が実施された場合の減点基準 

区分 履行の追完、代金の減額 

又は損害賠償の実施 

故意又は重大な過失による 

履行の追完、代金の減額 

又は損害賠償の実施 

評価点 －１０点 －２０点 

２ 検査員は、評価にあたって、当該業務の検査結果に対し、成績評定項目に従って、

評価を行い、評価項目の追加、削除、もしくは評価比重の変更は行わないものとする。 

 

（技術者の評定） 

第７条 評定者は、管理技術者、担当技術者及び照査技術者の評定を行うときは、業務

に対する評定点のうち、次の表に掲げる評価項目のうち該当する項目を抽出し、次条

に定める表を参考に行うものとする。 

評価項目 管理技術者 担当技術者 照査技術者 

 

 

 

 

 

 

プロセス

評価 

 

 

実施能力の

評価 

実施体制と 

執行計画 
○ ○ － 

 

 

 

実施状況の

評価 

執行管理 ○ ○ － 

品質管理 ○ ○ ○ 

業務特性 ○ ○ － 

創意工夫 ○ ○ － 

説明調整能

力の評価 

説明調整能力 
○ ○ － 

取組姿勢 
責任感・積極

性・ 倫理観 
○ ○ － 

結果の評価 成果品の品質 ○ ○ ○ 

 

 

 



（総合評価） 

第８条 評定者は、総合評定点を算出する際には、対象業務に応じて評価項目ごとに以

下の重み付けを考慮する。 

三 完了時の成績評定を行う評定者は、前号に基づき保管されている業務成績評定表

の評定を用いて、完了時の業務成績評定表を作成するものとする。 

四 前３号の規定は、本社以外の契約責任者が締結した業務についても準用する。こ

の場合において、「技術部長」とあるのは建設事業本部においては「建設企画部長、

用地センター長、建設部長」と、管理本部においては「管理企画部長」とそれぞれ

 

 

評価項目 

 

 

業務評定 

地質調査、測量、単純調査業務、 

調査・研究、実験等業務、 

設計業務 

技術者評定 

管理 担当 照査 

 

 

 

 

 

 

プロセ

ス評価 

実施能力 

の評価 

実施体制と 

執行能力 
20 20 5 － 

 

 

 

実施状況 

の評価 

執行計画 5 5 5 － 

品質管理 20 20 30 50 

業務特性 10 10 12.5 － 

創意工夫 4 4 4 － 

説明調整能

力の評価 

説明調整能力 
6 6 6 － 

取組姿勢 責任感・積極

性・倫理観 
5 5 7.5 － 

結果評価 成果品の品質 30 30 30 50 

合 計 100 100 100 100 

 

（成績評定表の作成） 

第９条 評定者は、完了検査終了後、業務成績評定表を作成し、技術部長に提出する。

なお、一部完了検査がある場合は以下の手順とする。 

 一 一部完了検査終了後、評定者は業務成績評定表を作成し、技術部長に提出する。 

二 技術部長は、前号に定める業務成績評定表を一時保管するものとする。 



読み替えるものとする。 

 

（修補指示書） 

第10条 契約責任者又は検査員は、業務関係共通仕様書第１編第４章4．2、4．3に基づ

く修補を命じる場合は修補指示書（別記様式第４）によらなければならない。 

 

附 則（平成20年４月１日阪高技術第130-2号） 

この要領は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年７月１日阪高技術第222号） 

この要領は、平成21年７月１日から施行する。 

附 則（令和３年４月５日阪高技術第24号） 

この要領は、令和３年４月１日から適用する。 

附 則（令和５年３月10日阪高技術第20号） 

この要領は、令和５年４月１日から施行する。 

 



























































































































































































































































別記様式第４

　　上記について、 □　業務関係共通仕様書第１編第４章4．2に基づき修補を指示する。
□　業務関係共通仕様書第１編第４章4．3に基づき修補を指示する。

　　　　　　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　検査員　　　　　　　　　　　　　　　　　　

修　補　指　示　書

業　　務　　名

修　補　の　期　限 　　　　　年　　　月　　　日


